
 

提出必要書類リスト【家賃補助】（このリストも提出してください） 

★ 提出前に再度ご確認いただき、チェック欄にチェック（☑）をお願いいたします ★ 

住居確保給付金の申請にあたっての注意事項（先にお読みください。） 

① 申請時点で生活保護を受給されている方は、この給付金の対象外となります。 

② 住居確保給付金の受給中に収入基準額を超える収入を得た場合は、支給が中止されることがあります。 

③ 過去に住居確保給付金を受給したことがある場合は、再受給が可能かをお問い合わせください。 

（福岡市生活自立支援センター TEL : 0120-17-3456 または 各区分室） 

④ 必要書類を全て提出いただいてから、支給の審査が行われます。提出から入金まで 4 週間程度かかります。 

⑤ 申請にて提出いただいた書面は、ご返却できかねますのでご了承ください。 

⑥ 申請から 1 か月以内に必要書類が揃わない場合、申請が却下されます。 

 

コピーは A4 サイズにてお願いします。 

必要書類およびチェック欄（☑） 

申
請
書
等 

□ 生活困窮者住居確保給付金支給申請書（様式１－１） 

□ 住居確保給付金申請時確認書（様式１－１Ａ） 

□ 入居住宅に関する状況通知書（様式２－３） 

・表面は不動産仲介業者等に記載いただいてください。 

・裏面は申請者本人がご記入ください。 

・賃貸借契約書の名義人（借主）が、本人または同居の世帯員となっていることが必要です。 

 （その場合、居住者として申請者（本人）の記載があること。） 

本
人
確
認 

□（本人確認 ＜同居の世帯員がいる場合は全員分＞）下記のいずれかの写し 

運転免許証、個人番号カード、一般旅券、身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健

福祉手帳、資格確認書、住民票、住民票記載事項証明書、戸籍謄本、戸籍全部事項証明

書、在留カード等本人が確認できるもの 

・顔写真のない証明書等の場合は、2つ以上をご提出ください。 

  ・個人番号カードについて、個人番号記載面の複写は受領できません。 

申
請
時
の
状
況
証
明 

□ 離職または廃業した場合 以下のいずれかの写し 

 （離職の場合）離職票、解雇通知書、雇用保険受給資格者証、有期雇用契約書の非更新通知 

退職所得の源泉徴収票、離職先に退職証明書の発行を依頼（①企業名②社印③雇用期間④退職日 

➄離職理由）の記載があるもの 

   (廃業の場合) 廃業届／廃業したことを確認できる書類 

 （上記がない場合）「離職状況等に関する申立書」（参考様式５―１Ａ） 

□ 収入が減少し、離職・廃業と同程度の状況にある場合 

個人事業主の方は、営業日や営業時間の減少が確認できる書類や、注文主からの発注の取り消しや現

象が確認できる書類等 

雇用労働者の方は労働契約書類と、勤務時間や勤務日数の縮減が確認できる雇用主から提示されたシ

フト表等  

（上記がない場合）「就業機会の減少に関する申立書」（参考様式５－２） 

□ 求職申込 申請時確認書（様式 1-1A）の裏面②-1に記入 

 （ハローワークカード写しの貼付でも可） ※経営相談の対象者を除く 

 

□ ①から⑥まで確認した。 

裏面もご確認下さい 

R8年７月 



必要書類およびチェック欄（☑） 

収
入
・
資
産
の
証
明
書
類 

□ 預貯金通帳の写し（お持ちの全ての預貯金口座 ※ネット銀行を含む 世帯員全員分） 

【必要なページ】 

□ 店番・支店名・口座番号等が記載された見開きページ ※ネット銀行の場合は WEBページ 

□ 入出金明細のページ（WEB口座は取引日・入出金情報・日々の残高がわかるページ） 

・申請日の前月の１日から申請日（様式１－１に署名した日）までの全入出金と、申請日時点での残

高が確認できる全ページ。 

（例）申請日が令和８年７月１５日の場合、令和８年６月１日～令和８年７月１５日 

□ 家賃、光熱費、固定電話料金などの支払いがわかるページ 

・引き落としが無い場合は、上記いずれかの領収書等の写しをご提出ください。 

□ 財形貯蓄・債権（国債）・株式（出資金）・投資信託・暗号資産（世帯員全員分） 

・いずれかお持ちの方の提出書類については事前にお問い合わせください。 

□ 給与明細の写し（世帯全員分） 

・離職・廃業の方は、申請月に前職給与の入金や収入があれば写しをご提出ください。 

・減収の方は申請月 1ヶ月分＋減収前の１ヶ月分をご提出ください。 

・総支給額および通勤交通費支給額が確認できるものをご提出ください。 

□ 収支状況表（様式 10）（個人事業主・フリーランスの方などのみ） 

・申請月(申請書に記入された日が属する月)1ヶ月分＋減収前に生計を維持できていた１ヶ月分の収

支をご記入ください。 

・自宅を事務所として事業経費計上している場合、計上している額または比率などを記入ください。 

・住居の家賃全額を経費として計上している場合、給付金の対象となりませんのでご注意ください。 

↓（該当する場合のみ）受給している場合のみ写しを添付 

□「雇用保険（失業給付）」の受給額が確認できるものの写し 

□「各種年金」の受給額が確認できるものの写し 

住
居
関
連
書
類 

□ 賃貸借契約書の写し 

【必要なページ】 

□ 所在地、物件名、家賃、入居者一覧、支払期日、支払い方法がわかるぺージ 

□ 貸主、借主、管理会社、不動産媒介業者が記載されているページ 

 ↓（該当する場合のみ）管理会社の変更等により、「入居住宅に関する状況通知書（様式２－３）」の 

記載事業者が、賃貸借契約書上と異なる場合 

□ 変更が確認できるものの写し （例）「管理会社変更のお知らせ」 

個
人
情
報 

□ 相談受付・申込書 

・「個人情報に関する管理・取扱規定」を確認されて、「相談受付・申込書」の下部に署名ください。 

・「住居確保給付金」に関わる事項以外でご相談があればご記入ください。 

就
労
支
援
関
係 

□ 就労支援受付票 

□ 同意書 

・住居確保給付金(家賃補助)の受給を希望される方は、面談で就労に向けてのプランを作成してセンター

での就労支援を受けることが必須となります。 

□ 本人氏名 

 （                     ）署名をお願いします。 

□ このリスト（この用紙）も提出してください。☆このリストはコピー取ってお手元に保管して下さい。 

提出が困難な書類がある場合や不明点につきましては、福岡市生活自立支援センター又は分室にご確認くだ

さい。また、提出いただいた書類を福岡市生活自立支援センターで確認した後、必要に応じて追加の書類提出

が必要になる場合がありますのでご了承ください。 


